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おわりに―今後の課題―
はじめに
近年の行政活動では、既知・熟知による対応から未知・不知ないし不確
実性への対応という法的・制度的変化が多くの領域で認められる。それ
は、その基盤となる科学的・専門的知見が高度の内在的不確実性を有する
とともに、一定の条件設定のもとで知見が獲得されていることへの反応・
自省であるといえる。この種の対応によって、知見獲得プロセスに注目
し、何が未知・不知であり、どこに不確実性があるのか、それがリスクア
セスメントにどう影響するのかなど、いかなる不確実性を人が意識的に引
き受けるかを自己決定するための素材が提供される。その点から、リスク
社会・情報社会では、（リスク）コミュニケーションが大きな意味をもつ。
たとえば、原子力施設等の施設法規制にみられるように、環境・相隣問
題への対応として外部に「閉ざされたシステム」によるリスク制御があ
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る。このリスク制御では、事故等によるリスクが科学技術水準に照らして
同定できず、単に懸念があるのみで、危険の顕在化は「ありえない」と評
価されるものは受容リスクと判断されうるが、国家（主に立法・行政）に
は科学技術水準の変化を参照し、それにリスク制御を適合させる義務が
(１)
ある。また、ある物質の使用・活用に関する個々人の自己決定レベルの問
題ではなく、エネルギー利用や国民の生活水準の向上のような「公益実
現」といわれる視点から、使用・活用の可否、その条件（フェールセーフ
などの手法を用いたリスク低減措置を講じた上での残存リスクの水準等）を設
定し、他者（近隣住民等）への被害について保険や賠償などによる調整を
制度化すると共に、残存リスクが社会的に妥当な、受容・受忍されるべき
ものと決定される。このリスク問題領域では、国・自治体レベルでの意思
決定あるいは一定の法的制約のもとで行われる事業者等の私人の意思決定
が最終的なものと位置づけられ、意思決定者と想定される被害者が異なっ
ている。個々人の受容リスクの水準が他者によって決定され、強要される
からこそ、民主的なリスクコミュニケーションを含めた意思決定の仕組み
やその公正さ・透明性が少なくとも必要となるのである。
他方で、食品、医薬品などの製品法・物質法規整にみられる「市場に開
いているリスク制御システム」では、前記のような科学技術水準による対
応という最低限のリスク規整に加え、市場での行動など個人に帰責される
リスク問題領域がある。たとえば、医薬品の場合には、残存リスクの受容
の可否について、最終的には使用者個人の意思決定に帰責され、意思決定
者と想定される被害者が一致する。このリスク決定の典型領域では、個々
人の判断を尊重すると共に、個々人が十分判断できるよう条件整備（危険
情報の公表や表示など）をする必要があり、自己決定・自由な意思決定の
前提として市場の透明化と信頼確保のため、あるいは、基本権保護義務に
基づき、警告・説明ないし表示義務の
(２)
設定が国家（主として立法者と命令
制定者）に義務づけられる。
本稿では上記の問題状況を意識した上で、製品法領域を念頭におき、し
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かも、事業者に対する表示規制ではなく、行政機関自らが情報を発信する
場合に限定して検討を進めたい。また、申請等に対する情報提供・情報公
開といった法制度化された特定者に対する情報提供ではなく、各種メディ
アを通じた不特定多数者を名宛人とする「公表」を検討対象とする。行政
による公表形式には、一般的な行政活動の現状や実績等の報告を目標とす
る広報等もあれば、法違反者の公表のように制裁としての機能をもつも
の、また、危険ないしその不確実性情報に関する日常対応型の
(３)
公表と緊急
時対応型の
(４)
公表などがある。このように、多種多様な形式・内容、目的を
持つもの、そして、それらが複合したものが
(５)
ある。本稿では、目標・目的
と内容による区別である警告的公表（Warnung)、科学的・技術的な事実
関係情報の公表（Information)、そしてある製品などの勧奨等にみられる
推奨的公表（Empfehlung）とを区別し、研究成果の蓄積があるドイツの
(６)
議論を参考にしながら検討を進める。
わがくにでは、従来、名誉毀損型・プライバシー侵害型の分類があり、
「公表の目的、方法、公表のインパクト、他の代替手段、より侵害的でな
い方法の探究など総合的評価を行い、それらが必要最小限度の原則を満た
すべき」であることや事前手続の必要性などが指摘されて
(７)
いた。他方で、
Ｏ－157カイワレ
(８)
訴訟で争点となった公表は、特定施設の一定時期の製品
と表現されていたものの、市場の反応は「カイワレ大根」という製品群と
食中毒とが関連づけられたが、本来は妨害除去・緊急時対応型のもので
(９)
ある。本稿では、これらの点も念頭におきながら、ドイツ国家賠償請求
（職務責任）訴訟に関する裁判例を含めて分析する。
コミュニケーションは、情報・伝達・理解という三層構造から
(10)
なり、情
報では、いかなる事実ないし事項を選択す
(11)
るか、伝達では、いつ、いかな
る手段で伝達するか、どのように伝達するか、そして、理解では、伝達を
受けた相手方の受け取り方がそれぞれ問題となり、そのサイクルがコミュ
ニケーションの最小単位となる。それゆえ、この三層構造を念頭におきな
がら、情報を更に、科学的・経験的な「事実」関係の知見情報（以下、
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「事実関係情報」と記す）とその事実関係情報をもとにした行政機関の評価
ないし価値判断や意思決定に関する情報（以下、?評価情報」と記す）にそれ
ぞれ区分
(12)
する。「事実」が偽であれば、それに基づく情報の公表は原則と
して違法となりうるし、過失があれば国家賠償・職務責任の問題ともなり
うる。他方で、公表された事実が「真実」でも、公表方法やそれまでの経
緯・文脈により、危険防除措置としての警告的公表と同じ機能を有するこ
とがある。それゆえ、コミュニケーションに際し、いかなる「事実」が情
報として選択され、それをいつ、いかなる手段でどのように伝達するの
か、そして、伝達を受けた者の受け取り方が問題となることも念頭にお
き、分析をすすめたい。
Ⅰ 公表制度の概況
⑴ わがくにの概況
わがくにの実定法では勧告・公表を緊急措置として認める
(13)
もののほか、
法規違反の場合の消費生活用製品安全法31条や欠陥の場合の同法82条によ
る事業者自身に対する命令を介して、事業者による公表・回収が行われる
場合もある。この点は、食品衛生法でも、54条で回収命令を発することが
できると共に、63条で違反者名等の公表について規定されて
(14)
いる。この点
からすれば、わがくに法制度上は、事業者責任を第一次とし、それゆえ、
行政機関が事業者と消費者との間に、直接、危険情報等の公表という形式
で介入するよりも、自発的な事業者自身の危険情報の公表と回収等の適切
な対応が求められている。他方で、事業者が応答しないとか、間に合わな
い、その対応では不十分である場合には、行政機関による危険防除ないし
リスク対応措置が講じられる場合がありうる。この点は、近年、わがくに
の消費者
(15)
条例でも、重大な危害発生のおそれがある際の緊急措置としての
公表や、製品等で消費者の健康を損ない、身体に危害を及ぼす「疑い」が
ある段階で、調査を行い、その結果「疑い」が解消しないときは安全であ
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ることの立証を事業者に求める一方、それに応じないときは一定手続を経
て、応じないことの公表を認めるものがある。また、消費者の健康及び身
体の安全を確保するため必要があると認めるときはその調査の経過や結果
を公表することとしている。以上のように、製品の危険性に関わる公表に
は、制裁または実効性を担保するための
(16)
公表と、調査の経過や結果のよう
に事実関係を明らかにするもの、また、危害発生防止ないし緊急措置とし
ての公表がある。
⑵ ＥＵ及びドイツの概況
製品にかかわる警告的公表制度は、たとえば、ＥＵ一般製品安全
(17)
指令を
実施するドイツ製品安全法（Produktsicherheitsgesetz）にみら
(18)
れる。同法
８条によれば、行政庁は、製品由来の危険にさらされうるすべての者に、
適時に適切な形式で、製造者等に対してその危険の公表を命じることがで
き、切迫した危険があり、他に有効な措置を講じることができないときに
限り、行政庁自らが公衆に対して警告的公表ができることとなっている。
ＥＵ食品基本規則10条では、情報の公表についてつぎのように定めて
(19)
いる。すなわち、「ある食品又は飼料が人の健康又は動物の衛生に対する
リスクを必然的に伴いうる十分な疑いがあるときは、公的機関は、……当
該リスクの性質、重大さ及び規模に応じて、健康リスクの性質について公
衆への情報提供を行うために適切な措置を講ずる。その場合、当該食品若
しくは飼料又はその種類を、可能な場合には、それと結びついたリスク
と、当該リスクを予防、低減又は除去するため既に講じられた及びこれか
ら講じられる措置を可及的・包括的に知らせるものとする」。ＥＵ食品基
本規則の章立てから、この規定は透明性原則を実行する制度であると共
に、実質的には予防的措置でも
(20)
ある。同条でいう「十分な疑い」、すなわ
ち、疑いの合理的な理由は、人の健康又は動物の衛生に対するリスクを判
明させうる事実関係の認定・アセスメントの
(21)
問題であり、結局、同条によ
る公表の三要素（①リスクの性質、重大さ及び規模、②健康リスクの性質及び
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③適切な措置）の総合的な価値判断・比較衡量を要
(22)
する。
ドイツ連邦食品日用品法（ＬＭＢＧ）に関連して、たとえば、バイエル
ン州では、2003年の健康局・消費者保護法（Gesundheitsdienst-und Ver-
braucherschutzgesetz）により、健康に対する危険または少なくとも危険
の疑いがあるとき警告的公表（25条１項）がで
(23)
きる。更に、健康への危険
ないしその疑いはないが、特に食品法、食肉衛生法または飼料法領域で違
法行為があり、公衆・第三者に特別の利害があるとき、製品・事業者名を
公表できる（同法26条）。後者の公表は、後述のビアケル事件のような飲
食に適さない食品（同法26条２項１号）に対し、販売禁止や執行罰・過料
で対応が不十分となる場合などの補完的措置として行われ、また、グリコ
ール混入ワインスキャンダルのような特定の事業者に起因する市場の自己
規律不能な混乱に対し、適正な事業者・製品の保護をはかる必要がある場
合に行わ
(24)
れる。他方、行政庁は、危険の疑いが確認できなかったとき等の
場合、遅滞なくその旨を知らせなければならないが、その方法は、事業者
の不利益とならないよう事業者の意見を聴取した上で決定される（同法25
条２項及び26条６項）。
Ⅱ ドイツにおける公表の内容的分類
2002年６月26日、ドイツ連邦憲法裁判所は、連邦政府によるジエチレン
グリコール混入ワインリストの公表は、ドイツ基本法（ＧＧ）12条１項が
事実を内容とする適切な公表から保護していないのであるから、職業の自
由への介入ではない、と判断
(25)
した。この点について、さまざまな批判が
(26)
あるが、連邦政府の公表が、市場にとって重要な情報のみを内容とするか
や、国家による介入措置の代用手段、すなわち、介入と同等のものかどう
かが法律の留保論にとって重要となることが明らかにされている点は注目
すべきで
(27)
ある。ただし、本決定は、統治主体の連邦政府による応急的対応
である公表が問題となったケースであって行政庁による行政活動ではない
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から、その射程は狭いとする
(28)
見方によれば、一定の公表には作用法上の根
拠が必要で
(29)
ある。そこで、この点と関連して、公表の分類についてドイツ
の議論の分析からはじめ
(30)
たい。
⑴ 事実関係情報の公表
事実関係情報の公表とは、一定の科学的・経験的事実に関する知見の説
明・表明で、評価・価値判断を欠くものを
(31)
いう。具体的には、ある製品の
原料や含有物質などに関する知見の説明・表明を要素とし、その知見は、
真偽の基準により判定される。それゆえ、後述する警告的公表及び推奨的
公表と異なり、無視を含めて、名宛人たる国民自らがその事実をもとに意
思決定をすることになる。事実関係情報の公表は、純粋に知見の伝達であ
るから、原則として、基本権への介入ではなく、通常、作用法上の根拠も
要し
(32)
ない。ただ、事実関係情報を公表することによって、その時期・社会
的文脈からボイコット等が生じうる場合には、事実関係のみを指摘するも
のであっても、警告的公表等と同様の機能を発揮することも
(33)
ある。
⑵ 危険防除手段としての警告的公表
警告的公表とは、消費者の行動を変化させることで一定の行政目的を達
成しようとする行政機関の評価・価値判断ないし意思決定の表明のうち、
健康に有害なため食品法・製品安全法違反その他の理由で、危険または危
険源等に対する警察法上の危険防除措置と位置づけられるものを
(34)
いう。典
型的には、健康保護や環境保全などの理由から何らかの行動を名宛人たる
消費者・国民が控えることが意図されている。この種の警告的公表は、①
法規定に違反する製品に対するもの、②具体的な警告か抽象的な警告、③
国家による直接的な行動制御手段を補充ないし補強するため用いられる、
他の許認可等の権限にかかわる
(35)
警告などの分類もされている。
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⑶ 事前配慮手段としての推奨的公表
危険防除措置である警告的公表とは異なり、推奨的公表とは、流通可能
で適法な製品の中で、健康事前配慮とか、環境親和性といった基準に基づ
き、いくつかの選択肢ないしある特定機能を持つものなど行政目的にあっ
たものの選好を行政機関が表明するものをいう。それゆえ、警告的公表と
は異なり、名宛人にはそれ以外の選択肢も残されている。この推奨的公表
は、警告的公表と同様、事実関係情報と評価情報から構成される。ただ、
「使用・摂取しない方がよい」という消極的内容を表す趣旨の推奨的公表
は「リスクの警告的公表」（予防的公表）といえ、警告的公表との区別が困
難となる場合もある。また、特定の製品のみを推奨的公表により勧奨する
ことは、それ以外の製品にとっては警告的公表と同じ機能をもつ場合もあ
りうる。それゆえ、目的は異なるも
(36)
のの、警告的公表と、ある特定の製品
に関するマイナスイメージを内容とする推奨的公表との実質的な境界線は
必ずしも明確では
(37)
ない。
⑷ まとめ
結局、たとえば、野生きのこの放射能汚染が健康を危殆化するレベルに
は達していないことの公表が⑴の例、そのきのこの過剰摂取を控えるよう
表明するのが⑶の例、そして、過度に放射能汚染された野生きのこを消費
しないよう警告する公表が⑵の例としてあげら
(38)
れる。このような区別は、
その影響力の集約度を段階的に
(39)
表すと同時に、とりわけ、警告的公表と推
奨的公表は、公表の発現形態を理念型として現したもので、リスクの存在
を推奨的公表で行うように明確な線引きが困難な場合も少なくない。それ
ゆえ、この区別は一つの目安であるといえるが、基本権保護領域への介入
にあたるかどうかの判断に際し、後述するように事業者名や製品名を特定
して行われるかどうかなどの情報の種類や公表・提供方法などの事情を全
体として考慮しなければならない。
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Ⅲ ドイツ裁判例の分析
⑴ ビアケル（とき卵スキャンダル）事件
ビアケル
(40)
事件の事実関係はつぎのとおりである。1985年８月初旬、各メ
ディアで「とき卵スキャンダル」として麵製品の不快な残留物（特に、鶏
の糞、雛の胚、バクテリア及び残留薬物を含んだ孵化卵の使用によるもの）に
ついて報道されていた時期に、バーデンヴュルテンベルク州（Ｙ）シュツ
ットガルト行政区長官府での報道発表やインタビューで、問題のある他社
製品と並列的に、ビアケル社（Ｘ）の５製品が「微生物に汚染された
（mikrobiell verdorben)」ものであると発表された。しかし、検査員は、５
製品中３製品は一定品質のとき卵のみが使用され、乾燥卵が使用されてい
ないことを前提にした検査結果であり、再度確認する必要があることを注
記し、また、他の２製品について同検査員は添加物を誤って認識してい
た。ＸはＹに職務責任に基づき、公表によって生じた損害の賠償請求訴訟
を提起した。
シュツットガルト地方裁判所（ＬＧ）は、Ｘの社会的評価に対するＹの
批判的内容は正当化されず、公表もされるべきでなかったから、違法な加
害行為であるとしてＸの請求を認容した。すなわち、ＬＧは、本件公表を
警告的公表ととらえ、Ｘの営業活動とその信用を侵害する単純高権的行政
作用であり、健康への危害を防除するＬＭＢＧ８条ではなく、本件残留物
のような添加物の使用を禁止するＬＭＢＧ17条による保護法益侵害の「危
険」（ないしその疑い）と、Ｘの信用利益との比較衡量によれば、事実関係
の包括的な究明が第一次的に必要で、行政庁は、検査結果の内容が無条件
にまたは一定の前提条件の下でのみ妥当するものかどうか、検査が適切な
事実関係を前提としていたかどうか、審査しなければならない。他方、不
適切な警告的公表により回復困難な結果が予想されるから、公表前にＸに
対する意見聴取をするべきであった。さらに、ＬＧは、本件報道発表で
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「微生物に汚染された」との表現は、消費者の大部分が汚染された食品は
健康に有害であると誤解させるもので、消費者が自己責任の下で意思決定
できるよう完全で包括的な公表でなければならなかった、と判示した。
シュツットガルト高等裁判所（ＯＬＧ）は、一部理由を変更したうえで
請求を認容した。すなわち、検査結果中「微生物に汚染された」とＸ製品
が判定されたことは一応正しいものとしうるが、本件のような内容で報道
発表することは職務義務違反であるとするのである。つまり、健康に有害
であれば警告的公表も許容されうるが、「微生物に汚染された」という概
念は標準的消費者にその種の汚染された麵類の摂取は健康を危殆化しうる
と誤解され、また、この概念をわかりやすく説明せず、健康危害はないこ
とを明確にしなかった点を職務義務違反の主要な理由とした。
ＬＧは、事業者等を特定した本件報道発表が消費者保護を意図し、「と
き卵スキャンダル」に関する行政庁の認識等を知らせることが目的で、伝
統的な介入形式とは異なる事実上の基本権介入である警告的公表と位置づ
け、警察法の介入シェーマを用
(41)
いたのに対し、ＯＬＧは、警告的公表か、
事実関係情報の公表かについて明確にしていない。ただ、双方の裁判所と
も、報道発表の際に、Ｘ製品を特定する結果・影響を考慮して公表方法が
選択されなければならず、麵製品が微生物に汚染されていないこともあり
うると検査員が留保していたこと、仮に汚染されていたとしても、消費者
の健康に危害を及ぼさないことを説明しなかったのは職務義務違反である
としたのである。
⑵ 森林泉水事件
原告Ｘは、訴外Ｗと「森林泉水（Fo?rster Quellen)」の用益賃貸借につ
いて交渉していた。1987年７月末にニーダーザクセン州議会会派緑の党が
記者会見で、類地での結果をもとに、同泉から約３ km離れた旧軍需工
場からの有毒な排水による環境への危険を警告した。被告郡Ｙの郡長は、
関連報道により住民に混乱が生じたため、同泉の水質検査をしたところ、
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８月中旬の検査結果では微量のジニトロベンゼンが検出されたこと、ま
た、それが健康に有害か明らかではなかったので追加検査とアセスメント
が行われることをプレスの照会に応じて報道発表した。追加検査ではジニ
トロベンゼンが検出されなかった。Ｘは、この公表による用益賃貸借交渉
の不首尾、また、同泉水の商品化が遅れたため、職務責任に基づき損害賠
償請求訴訟を提起
(42)
した。
ゲッティンゲン地方裁判所は、郡長の行為はドイツ民法典（ＢＧＢ）
824条２項に基づき不法行為でないことから職務責任を否定した。すなわ
ち、ＢＧＢ824条によれば、ある事実が真実でないにもかかわらず公表し
た者は過失責任を負う（１項）が、公表者または情報受領者に正当な利益
がある場合は不実であることを知らないで伝達しても賠償責任は負わない
（２項）。それゆえ、ここでは、２項の情報受領者である公衆に正当な利益
があるか、生じうる健康危害情報に関する消費者の利益と信用毀損を回避
するＸの利益との利益衡量が必要となる。同裁判所は、消費者の健康は高
次の法益であり、健康被害の強度とその発生の蓋然性に関する情報が重要
であること、本件当時、危険の疑いがあったのであり、郡長による発表内
容は、消費者が自己責任をもって意思決定できるよう、不確定事項を含め
当時としては可能で必要であった程度に完全で包括的であったとしたうえ
で、「Ｘは、最終消費者ないし仲買人が危険の疑いがはれるまであるいは
根拠のないものとなるまで、同泉水の購入を控える意思決定をするリスク
を負担しなければならない」と判示した。そして、郡長による検査結果の
伝達は、Ｘの財産上の利益と比較して優越する消費者の健康に対する危険
について説明を受ける利益を擁護するためであったから、郡長の行為は正
当化された。
ＢＧＢ839条１項に基づく職務責任における職務義務として、特段の規
定がない限り、ＢＧＢ823条以下に定める一般不法行為法による侵害を行
わないことが含ま
(43)
れる。⑴事件で、ＯＬＧは明示していないが、ＬＧはそ
の公表が危険防除措置であると共に公衆への伝達行為で、一般私人とは異
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なり高度の注意義務を負うのであるから、消費者利益の視点からしても信
用を毀損する不適切な事実を公表することは正当化されないと判示してい
た。他方で、⑵事件では、取水等に関する警告を目的・内容としておら
ず、プレス照会に応じた事実関係情報の公表を前提として判示している。
Ⅳ 事実関係情報の中立性･専門性･客観性要請
前記各判決では、事実関係情報はできるだけ包括的で誤解がないよう公
表されなければならないこと、また、特に、健康に危害を及ぼすおそれが
ある（その疑いを含めて）などＬＭＢＧ８条により流通が禁止されている
場合には、警告的公表を含めた権限行使が認められるが、ＬＭＢＧ17条の
飲食には適さないが健康に有害でない食品に対する警告的公表の可否につ
いては、ＧＧ12条１項の職業の自由とのかか
(44)
わりで争いが
(45)
ある。他方で、
純粋な広報活動や消費者への啓蒙活動は、それが特定の商品や事業者に向
けられていない限り、介入とはいえ
(46)
ない、また、一般的な行動を勧奨する
推奨的公表は、たとえば環境負荷を理由とする一定の製品群の不買のよう
にその内容・機能がある特定の製品を勧奨しないという意味で警告的公表
と同様となる場合を除き、介入ではないとされて
(47)
いる。それゆえ、事業者
や製品を具体的に特定する場合は一定の目標をもち、基本権の保護領域へ
の介入となる場合が多いと考えられて
(48)
いる。
本稿で対象としている行政機関による危険ないしその不確実性情報の公
表問題は、もともとは市場の失敗の要因のひとつである「情報の非対称
性」への対応、すなわち、消費者と事業者間での情報の質・量の格差是正
や消費者の意思決定の自由・自己決定を保障する条件整備と、基本権保護
義務の観点からとらえら
(49)
れる。そして、ＧＧ12条１項の保護の目的は機能
的な競争の維持にその本質があり、この競争は市場の透明性によって有効
に機能するといえ、事実に適合した適切な情報のみがこの透明性に貢献す
るので
(50)
あり、そのような情報による市場の反応は市場参加者によって負担
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されるべきリスクで
(51)
ある。この考え方からすれば、本稿で検討対象として
いる情報の種類に応じて異なるものの、少なくとも事実関係情報の公表の
基本的な機能は、消費者がその種の情報を得た上で自己のリスク決定を行
い、自律を保障することに
(52)
ある点には注目すべきである。
行政機関による公表のうち、その内容が適切かつ中立的で、専門的知見
にかかわる事実関係情報の公表が介入に当たるかについては議論が
(53)
ある。
そして、ここでは、私人（財団法人製品テスト）による消費者啓発行為の
適法性の前提として、連邦通常裁判所（ＢＧＨ）の
(54)
判決で示された調査･
検査の中立性・専門性と共に、客観的に正当なテスト結果を探求する努力
（客観性）の三点との関連がでてくる。
中立性要請とは、検査を受ける者から検査をする者が十分独立している
ことを意味し、その性質上、検査者・審査者は必要な専門的知見を有して
いなければならない（専門性要請）こととなる。また、客観性要請は、特
段の注意を払い完全な事実の調査を探求し、事実に適合したアセスメント
を行う義務があることを意味する。そして、市場を概観でき透明にすると
いう消費者サイドの利益は事業者サイドの利益に優越するとともに、ＧＧ
５条１項の意見・出版の自由の観点からも真実に対応した批評（評価情
報）を当該事業者は受忍すべきことと
(55)
なる。このＢＧＨの判示内容は、国
家は意見・出版の自由の享有主体ではなく名宛人である
(56)
こと、また、事実
関係情報に関する客観性要請については行政機関による公表内容の正確性
は原則として十分証明されなければならない
(57)
ことなどの点から、ここでの
検討対象である国家、とりわけ、行政機関による公表に関しては妥当しな
いという主張もある。この見解はさらに、市場経済の下では、事実関係情
報の公表等によって、仮に売り上げが落ちたとしても、それは市場システ
ムに内在するリスクであって、事業者自身が負担するものであるという発
想に対し、そもそも対等な市場参加者ではない国家によって表明された結
果について、事業者が負担すべき市場リスクであるとはいえないとする考
えと軌を一に
(58)
する。しかし、市場の透明化を図るという目的と情報提供な
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いし公表という手段そのものは、私人によるものであれ、国家によるもの
であれ、同一で
(59)
あり、また、国家の場合には、市場の透明性と信頼確保･
維持や市場における情報の非対称性の是正が当事者の対等性を確保し、消
費者自身の自己決定を保障する意味も有する、いわば補完的機能を果たし
ていることは見落とされてはならないと指摘されて
(60)
いる。いずれにして
も、事実関係情報に関するこのような各種要請と同様のものは、平等原則
や法治国原理から導かれうるコロラリーであるとい
(61)
えるから、この点を前
提として評価情報とのかかわりを含め、危険ないしその不確実性情報の公
表の違法判断要素について分析を進めたい。
Ⅴ 公表の手続法的･実体法的制約
相互に関連するものもあるが、グジィ（Gusy）によれば、警告的公表と
推奨的公表の法的許容性に関する各種要請がつぎのように整理・指摘され
て
(62)
いる。すなわち、組織規範の根拠が必要であることはいうまでもなく、
その上で、事業者等の特定が原則となる警告的公表については、手続法的
要請として①事前の意見
(63)
聴取、実体法的要請として②警察法における権限
行使のきっかけとなる危険ないしその疑いの
(64)
存在、③警告的公表内容の正
確性、すなわち、表明された事実の適切さが要請
(65)
され、④設定目的及び講
じられる手段が憲法上許容されること、その目的達成にふさわしい手段で
あること（Geeignetheit)、手段について同一効果を持つ他の負担の少ない
ものを選択するというようにその手段が目的達成のために必要であること
（Erforderlichkeit)、そして、設定目的と手段とが比例性を保つこと（An-
gemessenheit)によって構成される比例
(66)
原則に適合する
(67)
こと、最後に、⑤
恣意的ではないことをあげている。また、手続法的要請として公表を合理
化するための理由づけ義務も加えら
(68)
れることが多い。他方、推奨的公表に
ついては、介入と同様の内容をもつ場合には警告的公表と同じ要請が妥当
し、そうではなく第三者にとって介入とはいえない場合には平等原則から
早法81巻３号（2006）154
つぎのような要請が導かれるとする。すなわち、①平等原則から中立性要
請が生じ、②事実の正確性という意味での内容的適切性要請、すなわち、
評価結果（さまざまな商品間の相違等）は事実に適合した理由づけが必要で
あり、事実に関係ないあるいは恣意的なものは許容されないこと、③議論
はあるが比例原則適合性も要請さ
(69)
れる。
つぎに、上記のような評価情報に焦点をあてた議論のみではなく、事実
関係情報も検討対象とする本稿の視点から整理するため、グリコール混入
ワインリストの公表に関するドイツ連邦憲法裁判所決定の一部をここでと
りあ
(70)
げる。すなわち、「提供される情報内容の正確性は、市場での透明性
と市場機能発揮に必要であり、国家権力の担い手は、その情報の内容的正
確性がいまだ最終的に確定していないときであっても、一定の条件の下
で、各種情報を公表する権限が認められ」、その場合の適法性判断は、「可
能な限り、慎重で、利用可能な情報源（必要に応じて関係者の意見聴取の上
で）を駆使して、しかも、諸般の事情のもと達成可能な信頼性を求めて尽
力した上で、公表前の事実関係が解明されていたか」による。仮に不確実
性がある場合は、「消費者リスク」のように市場参加者の自己決定に当た
って重要な事情が明らかにされることに公益性が認められるときは、その
公表は許容されるが、当該情報の不確実性を示したうえで、その不確実性
に関し市場参加者が自己決定できるように、包括的に公表されなければな
らない、としている。同裁判所は、さらに続けて、法治国原理や恣意専断
の排除の視点から、「この情報は、事実適合性が要請
(71)
され、事実に関係の
ない（sachfremd）考慮事項に基づく評価は許されない」とすると共に、
公表は「関係事業者の不利益を考慮して必要な情報に限定するべきである
が、職業の自由の保障領域への侵害となるのは、公表される情報が市場参
加者の市場における行動の自由の自己決定を準備するための範囲を超える
こと、……また、当該情報が事後に正しくないことが判明し、その情報が
引き続き市場行動にとって重要であるが、当該情報が正しくないことを公
表しない、または、当該情報の修正をしないときである」としている。
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以上から、情報内容に対する要請として、?疑い」や不確実性を含めた公
表対象たる事実関係情報については、中立性･専門性・客観性が、そして、
その要請を充足した事実関係情報に基づく評価・評価情報には事実適合性
が要請される。また、公表方法に関する要請として、不確実事項を含めた
包括的で完全な内容を公表する要請がある。さらに、手続的要請として、
事実関係の変化や新たな知見の獲得等への自省的対応要請（公表内容の修
正や公表の廃止等）もある。このグリコール混入ワインリスト公表事件で
は、ワイン市場の混乱に対する緊急対応としての公表が問題となっている
が、具体的な下命・禁止等の代替手段として用いられる場合のように公表
の機能が警告的公表と同じであれば、前述のグジィによる指摘がそのまま
妥当するといえる。しかし、市場参加者が十分に情報を得、自己責任の下
で市場における自律した意思決定を可能とする条件整備をおこない、市場
における透明性と信頼の確保という目標を達成するために行われる一定の
不確実性を含む市場にとって重要な事実関係情報の公表との相違には注意
が必要で
(72)
ある。また、行政機関による評価情報を加えた場合（警告的公表
等）であっても、いかなるきっかけ（切迫した危険かどうかなど）があるの
か、公表による被侵害利益と保護法益との比較衡量などに応
(73)
じて、予防の
観点からの公表が検討される必要がある。
おわりに―今後の課題―
現代社会における科学技術の急速な進歩と社会的利用の拡張は、その動
態性のみならず、複雑性・複合性を伴っているため、実体法による規律内
容が十分に確定的ではなくなっている。それにもかかわらず、国家には、
国民自らが制御できない危険ないしリスクから国民を保護しようとする場
合、受容・保有不能と認められるリスクの削減・回避・移転などによる規
整を施し、一定ないし最低限の安全性を確保する必要がでてくる。そし
て、リスク領域にある知見の欠如・不確実性に対応するため、リスク情報
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の収集やアセスメントとそれを基底とした多様な価値の比較衡量が必要と
なり、知見が著しく動揺し、またダイナミックな展開を見せる領域とかか
わるときは、法そのものは固定的・確定普遍といった性質を保持し続ける
ことができず、その時々の科学技術の知見を参照し、適合化を行うと共
に、それを継続し改善していく学習・自省を法そのものが要請する場合が
ある。その一環として本稿では、危険ないしその不確実性情報の公表とい
う方法による危険ないしリスク対応の法的問題を検討した。
この種の対応（コミュニケーション）が消費者自身の市場における行動
に関する自己決定を保障する点にその本質があることを念頭におけば、消
費者が食品を識別し、購入等の意思決定に当たって、一方的な公表のみで
はなく、双方向のコミュニケーションや事業者に対する表示規制等を含め
て、総合的に検討する必要が
(74)
ある。この点に関する検討は、今後の課題と
したい。
(１) この点については、拙稿「不確実性の条件下における行政決定の法的制御に関
する一考察」福島17巻３号１頁以下（2005年）及び同「科学性・透明性原則と行政
組織構造に関する法的分析」福島18巻２号26頁以下（2005年）参照。
(２) Di Fabio,in:Maunz/Du?rig,Grundgesetz,Art.2Abs.2Rn.89(Feb.2004);
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DÖV 1993,925(926);Murswiek, Staatliche Warnung,Wertungen, Kritik als
 
Grundrechtseingriffe,DVBl.1997,1021(1027);Philipp,Staatliche Verbraucher-
information,1989,S.5;Schoch,Staatliche Informationspolitik und Berufsfrei-
heit,DVBl.1991,667;Voitl,Warnkompetenzen in Bundesstaat,1994,S.27.ま
た、たとえば、チフスの原因がほぼ間違いなくエンダイブサラダであるとして、販
売禁止措置とその公表が争われたものに BVerwGE 12,87がある。
(35) たとえば、この警告的公表が補充的手段と明示的に示されているのは、前述の
製品安全法８条である。そして、この行政庁による公表に関する職務責任訴訟で
は、危険の存否の判定における専門的な事実関係調査義務と、危険認定そのものの
正否、そして、行政による警告的公表の補充性が審査されることになる（Vgl. Os-
senbu?hl,Anm.12,S.47ff.;Tremml/Karger,Der Amtshaftungsprozeß,1998,S.
168ff.)。
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1998,90;Leidinger,Anm.34,DÖV 1993,925(927).
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